
 

こ 保 運 第 4 3 3 5号  

令和３年２月４日  

 

幼保連携型認定こども園設置者様・園長様  

 

横浜市こども青少年局保育・教育運営課長  

 

緊急事態宣言の延長に伴う幼保連携型認定こども園の対応について（依頼） 

               

日頃から本市保育・教育行政に御理解・御協力をいただき、ありがとうございます。 

皆様におかれまして、緊急事態宣言が発令されている中でも、感染防止に努めながらお子様

を安全・安心にお預かりする環境を整えていただきまして、深く感謝申し上げます。 

令和３年２月２日付で政府による「緊急事態宣言」が延長され、対象期間は令和３年３月７

日までとされました。 

幼保連携型認定こども園は、保育利用の児童と教育利用の児童が在籍することから、それぞ

れについて次のとおり御対応をお願いします。 

今後も国からの通知や地域の状況等を踏まえ、速やかな情報提供等に努めてまいりますの

で、引き続き、御協力くださいますようお願いいたします。 

 

【保育利用（２号・３号）の児童について】 

本市における保育所等の対応については、令和３年１月８日付の通知（「緊急事態宣言の発

出に伴う保育所等の対応について」）で示した取り扱いを、３月７日まで継続することとしま

すので、保育利用の児童に対する保育の提供をお願いします。 
 

 

【教育利用（１号）の児童について】 

文部科学省からは、学校等の教育活動の継続や地域一斉の臨時休業は避けること、幼稚園を

臨時休業とする場合も預かり保育を縮小して実施すること等が求められていること、厚生労働

省からは、保育所等について原則開所を求めていること等を踏まえ、幼保連携型認定こども園

としての対応をお願いする旨が、１月８日に内閣府から示されています。 

各施設におかれましては、これらを踏まえ、保育の必要な児童に対しては保育の提供をお願

いします。 

また、教育利用部分については、設置者として新型コロナウイルス感染症への対応を御検討

いただき、必要に応じて保護者に対してお知らせいただくようお願いします。 

 

（裏面あり）  

＜改めてのお願い＞ 

 緊急事態宣言の発令に伴い、保護者の方から保育所等の利用を希望しているにもかかわらず、育児休業中であ

ること等を理由に、園から登園自粛を求められたとのご相談が本市に寄せられ、市から施設に対して保護者への

説明状況の確認等を行った事例が複数あります。また、保護者の方から相談があったものの、保護者の希望で市

から施設へお伝えしていない事例も複数あります。 

 各園の皆様におかれましては、すでに十分御配慮いただいているとは認識しておりますが、今回の緊急事態宣

言の延長に伴いましても、園から保護者に登園を控えるように求めることがないよう改めてお願いいたします。 

 市としても、保護者の方に対し、必要な範囲で保育所等を利用いただくよう、改めてお願いしてまいります。 



 

 

１ 添付資料 

① 保育利用（２号・３号認定子ども）の保護者の皆様への配布資料 
恐れ入りますが、保護者の皆様への配布をお願いします。 

② 令和３年１月８日 内閣府事務連絡 
「認定こども園における新型コロナウイルス感染症への対応について」 

 

 
幼保連携型認定こども園は、これまで保育所等と同一の依頼文としていましたが「就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」に基づき学校保健法の規定が一部準用されること及び教育利用の

お子さんがいらっしゃることを踏まえ、別の御依頼文としました。 

前回の依頼文及び保護者へのお知らせにおいて、教育利用の対応及びご家庭に対し不十分な記載となっておりま

したことをお詫びいたします。 
 

＜担当連絡先＞  

保育・教育運営課  【園児の預かり】【横浜保育室】【行事等】671-3564 
【一時保育事業】   671-0234   
【利用料】671-0255  【給付費・委託費】671-0202/0204 

保育・教育人材課  【給食】【研修】【感染症】 671-2397 



令和３年２月４日  

 

保育利用（２・３号認定子ども）の保護者の皆様へ  
 

横浜市こども青少年局保育・教育運営課長 

 
 

緊急事態宣言の延長に伴う幼保連携型認定こども園の利用について 
 
 

日頃より、保護者の皆様には、幼保連携型認定こども園における新型コロナウイルス感染拡大防

止の取組にご理解、ご協力いただいていることに感謝申し上げます。 

令和３年２月２日付で政府による「緊急事態宣言」の対象期間が、令和３年３月７日まで延長さ

れました。そのため、本市における幼保連携型認定こども園（保育利用）の利用については、令和

３年１月８日付で保護者の皆様にお知らせした「緊急事態宣言の発出に伴う保育所等の利用につい

て」の取り扱いを令和３年３月７日まで継続することとします。 

 引き続き、本市からの登園自粛要請は行わず、利用料や幼保連携型認定こども園（保育利用）の

利用に関する対応内容に変更はありませんが、１月８日付のお知らせにおいて分かりづらい記載内

容もあったことから、幼保連携型認定こども園（保育利用）の利用については、以下のとおり記載

を改めます。また、施設に対しては、改めて必要な時間の保育を提供していただくように依頼いた

します。 
 

１ 幼保連携型認定こども園（保育利用）の利用にあたってのお願い 

  施設の皆様に対しては、感染防止策を徹底しつつ、原則開所をお願いしていることから、育児

休業中も含め、通常どおり利用が可能です。 

幼保連携型認定こども園における保育利用は、日頃からお願いしているところではありますが、

今回の緊急事態宣言中におきましても、ご家庭での保育ができる場合にはお休みいただくなど、必

要な範囲でご利用いただくようお願いします。 
  （利用にあたってのお願い） 

・仕事がお休みの日などには幼保連携型認定こども園における保育利用もお休みする 

・在宅勤務の日については、通勤に要していた時間帯を除き、勤務時間に応じた利用とする など 

 

２ その他 

（１）本市から登園自粛要請は行わないことから、令和３年３月７日までの期間中の利用料（保育

料）について、登園日数に応じた減額は行いません。（１月８日付のお知らせから変更はあり

ません。） 
※園の職員や園児に新型コロナウイルスの感染者が発生し、休園した場合や横浜市として児童に登園自

粛の要請を行った場合には、登園しなかった日数に応じて利用料を減額します。 

（２）園児や職員がり患した場合や地域で感染が著しく拡大している場合などは、臨時休園とする

こともあります。 

 
 

＜問い合わせ先＞  

保育・教育運営課      FAX：664-5479  
 
【保育利用について】     671-3564   

【利用料について】      671-0255 
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事  務    連  絡 

令 和 ３ 年 １ 月 ８ 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 認定こども園担当課 御中 

  中 核 市 

 

内閣府子ども・子育て本部参事官付 

（認定こども園担当） 

 

 

認定こども園における新型コロナウイルス感染症への対応について 

 

 

日頃より認定こども園行政の推進に御尽力・御協力いただき大変ありがとうござい

ます。 

このたび、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号）第 32条

に基づく緊急事態宣言が発出されました。 

これを受け、文部科学省より「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急

事態宣言を踏まえた小学校、中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染

症への対応に関する留意事項について」（令和３年１月８日付け文部科学省通知）、厚

生労働省より「緊急事態宣言が発出された地域における保育所等の対応について」（令

和３年１月７日厚生労働省事務連絡）が発出されましたのでお知らせします。地域の

感染の状況に応じて、感染症対策を一層徹底くださるようお願いします。あわせて、

認定こども園における新型コロナウイルス感染症への対応について、これまで示され

た主なガイドライン等を整理するとともに、感染者等が発生した場合の臨時休業等の

対応について整理しましたので、下記のとおり周知いたします。 

つきましては、下記の内容をご確認の上、適切な対応をお願いします。 

また、このことについて、管内の認定こども園及び市町村に対して周知いただきま

すようお願いします。 

 

記 

 

１．新型コロナウイルス感染症への対応については、これまで主に以下の（１）から

本事務連絡のポイント 
新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が行われたことを踏まえ、感
染対策の一層の徹底をお願いします。なお、文部科学省及び厚生労働省からも通知等が発
出されております。あわせて、認定こども園における新型コロナウイルス感染症への対応
について、これまで示された主なガイドライン等を整理するとともに、感染者等が発生し
た場合の臨時休業等の対応について整理しましたので、お知らせいたします。 



（３）のガイドライン等が示されているところです。特に、幼保連携型認定こども

園については、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律（平成 18 年法律第 77 号）（第 27 条）に基づき、学校保健安全法（昭和 33  

年法律第 56 号）に定める出席停止や臨時休業等に関する規定が準用されています

ので、出席停止や臨時休業等の実施については、学校（幼稚園）を対象とするガイ

ドライン等を踏まえつつ適切な対応をお願いします。また、幼保連携型以外の認定

こども園については、基本的には幼稚園又は保育所等の認可等を受けて設置・運営

されているものであることから、それぞれ学校（幼稚園）又は保育所等について示

されたガイドライン等を踏まえつつ適切な対応をお願いします。その上で、認定こ

ども園が、一人で家にいることができない年齢の子どもが利用していることや、保

護者の就労等により保育の必要性がある子どもの受け皿になっていることを踏ま

えた臨時休業等に関する対応については、後述の２．において整理しているところ

ですので、これらを踏まえた対応をお願いします。 

 

（１）「新型コロナウイルス感染症に対応した持続可能な学校運営のためのガイドラ

イン」（令和２年６月内閣府事務連絡（抜粋））（別添①） 
 

学校における感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減した上で、学校運営を

継続していく必要があることから策定されたものであり、学校における感染症対策

の考え方や感染者等が発生した場合、児童生徒等の出席等に関する対応や臨時休業

を実施する場合の考え方等について示されています。特に、幼稚園型認定こども園

及び幼保連携型認定こども園については、出席停止等の取扱いや臨時休業等につい

て、本ガイドラインを踏まえたご対応をお願いします。 

なお、このたびの緊急事態宣言に関しては、「小学校、中学校及び高等学校等にお

ける新型コロナウイルス感染症対策の徹底について」（令和３年１月５日付け文部

科学省通知）（別添②）、「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣

言を踏まえた小学校、中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症へ

の対応に関する留意事項について」（令和３年１月８日付け文部科学省通知）を踏ま

えた対応をお願いします。（別添③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「小学校、中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症対策の徹底について」

（別添②）（抜粋） 

１．学校教育活動の継続と臨時休業の考え方について  
地域一斉の臨時休業については、学校における新型コロナウイルス感染症のこれまでの

感染状況や特性を考慮すれば、当該地域の社会経済活動全体を停止するような場合に取る

べき措置であり、学校のみを休業とすることは、子供の健やかな学びや心身への影響から、

避けることが適切です。 

児童生徒や教職員の中に感染者が発生した場合に、感染者が１人発生したことのみを 

もって、学校全体の臨時休業を行うことは、控えてください。 （中略） 
 

なお、幼稚園において臨時休業を行う場合には、幼稚園は一人で家にいることができな

い年齢の幼児が利用していることを踏まえ、感染拡大防止のための万全の対策を講じた上

での預かり保育の提供を縮小して実施すること等を通じて、必要な者に保育が提供されな

いということがないよう、居場所の確保に向けた取組の検討をお願いします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学

校の新しい生活様式」～(2020.12.3 Ver.5)」（令和２年 12 月文部科学省事務連

絡）」（参考①） 
 

上記（１）の「新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のための

ガイドライン」の考え方に基づき、学校の衛生管理に関するより具体的な事項につ

いて学校の参考となるよう作成されたものです。「Ver.5」の改訂のポイントとして、

感染者が発生した場合、直ちに臨時休業を行う対応を見直し、設置者において、保

健所と相談の上、臨時休業の要否を判断すること等が示されています。特に、幼稚

園型認定こども園及び幼保連携型認定こども園においては、本マニュアル等を踏ま

えた感染症対策の取組を進めていただくようお願いします。また、認定こども園は

満３歳未満の園児も在園することから、感染症予防などについて「保育所における

感染症対策ガイドライン（2018 年改訂版）」（平成 30 年厚生労働省）や「保育所等

における感染拡大防止のための留意点について（第二報）」（令和２年５月厚生労働

省事務連絡）等も活用しつつご対応をお願いします。 

 

（３）「保育所等における新型コロナウイルスへの対応にかかるＱ＆Ａ（第八報）」（令

和３年１月７日）（参考②） 
 
  保育所等において子ども等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の臨

時休園等の考え方や、新型コロナウイルスへの感染予防の取組を行うに当たっての

留意点、行事等における注意点等について示されるとともに、市町村における対応

の考え方についても示されています。特に、保育所型認定こども園及び地方裁量型

認定こども園においては、本Ｑ＆Ａ等を踏まえた適切な対応をお願いします。 

  なお、このたびの緊急事態宣言に関しては、「緊急事態宣言が発出された地域に

おける保育所等の対応について」（令和３年１月７日厚生労働省事務連絡）を踏ま

えた対応をお願いします。（別添④） 

 

 

 

 

 

「緊急事態宣言が発出された地域における保育所等の対応について」（別添④）（抜粋） 
 

○ 保育所、放課後児童クラブ等については、感染防止策を徹底しつつ、原則開所してい

ただきたいこと。 

 

「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言を踏まえた小学校、中学校

及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症への対応に関する留意事項について」

（別添③）（抜粋） 
 

２．感染症対策  

（５）幼稚園における感染症対策 

幼稚園においては、必要に応じて（２）等に述べた感染症対策を参照するとともに、

幼児特有の事情を考慮し、「衛生管理マニュアル」第５章「幼稚園において特に留意すべ

き事項について」に掲げる事項にも留意しながら、各園における感染症対策について改

めて確認・徹底すること。 

 



２．１．のほか、認定こども園において感染症等の発生した場合の臨時休業等の対応

に関して、以下のとおり整理しましたので、これを参考とした対応をお願いします。 

 

感染症等が発生した場合の対応については、「幼保連携型認定こども園について

は、認定こども園法第 27条により学校保健安全法第 20条が準用されていますので、

感染症の予防上必要がある時は、臨時に学級閉鎖や休業を行うことができるとされ

ています。その際、保育の必要性のある子どもを受け入れている児童福祉施設であ

ることを踏まえて対応することが望まれます。これらの措置を行うべきか否かにつ

いて、またこれらの措置を行うとした場合の期間等の決定や衛生管理、職員及び休

園している園児や登園している園児に対する指導等を含む感染症予防に必要な措

置については、自治体関係部署、学校医及び学校薬剤師等と十分相談してください。」

（自治体向けＦＡＱ【第 18版】No.229）と示しているところであり、これらを踏ま

えた対応をお願いします。 

また、幼稚園型認定こども園においても保育の必要性のある子どもの受け皿とな

っていることから、これらの園児への対応については、上記の幼保連携型認定こど

も園に準じた対応をお願いします。 

さらに、１．（１）のガイドラインにおいては、幼稚園を臨時休業する場合の預

かり保育等の提供について以下のとおり示されていますので、幼稚園型認定こども

園はもとより、幼保連携型認定こども園においても、同様の配慮をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、市町村関係部署におかれては、認定こども園から臨時休業等を行う場合に

ついての相談があった場合には、上記を踏まえ、園との連携及び調整を図りつつ、

状況を踏まえた適切な対応をお願いします。 

 

（本件担当） 

                                         内閣府子ども・子育て本部参事官付 

                                      （認定こども園担当） 

                                             Tel：03（6257）3095 

                                             Fax：03（3581）2521 

「新型コロナウイルス感染症に対応した持続可能な学校運営のためのガイドライン」（別添

①）（抜粋） 
 

〇幼稚園を臨時休業する場合の預かり保育等の提供 

幼稚園の臨時休業を行う場合には、幼稚園は一人で家にいることができない年齢の幼

児が利用していることを踏まえ、感染拡大防止のための万全の対策を講じた上での預か

り保育の提供を縮小して実施すること等を通じて、必要な者に保育が提供されないとい

うことがないよう、居場所の確保に向けた取組を検討する。特に、子ども・子育て支援新

制度や幼児教育・保育の無償化において保育の必要性の認定を受けている幼児であって、

保護者が医療従事者や社会の機能を維持するために就業を継続することが必要な者であ

る場合や、ひとり親家庭などで仕事を休むことが困難な者の子供の保育が必要な場合等

については積極的な対応を検討する。 

 



【参考】 

 

①「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学校

の新しい生活様式」～（2020.12.3 Ver.5）」（令和２年 12月文部科学省事務連

絡）」 

 https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html 

 

②「保育所等における新型コロナウイルスへの対応にかかるＱ＆Ａ（第八報）」

（令和３年１月７日） 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09762.html 

 （厚生労働省「保育所等における新型コロナウイルス対応関連情報」のページ） 

 

https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09762.html
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